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参考資料、出典

本スライドは、以下の文献等から、調査目的に沿って該当箇所を

抽出・再編したものを主な内容とします。

<1>JETRO技術情報 2000年8月号「米国ビジネス特許の現状と動向」

<2>米国特許判例研究Ⅱ アレックス・シャルトーヴ、豊栖訳(ILS出版)

<3>アメリカ情報通信「新しい特許概念の今後の行方は？」小池良次

<4>NHK人間講座 8月22日放送「生物は特許の対象になるか」加藤尚武



国による特許概念の違い

米国：「あらゆる新規かつ有用な方法、装置、製造物、組成物または

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　それらの有用な改良」
日本：「自然法則を利用した技術的思想の創作のうち、高度のもの」

(欧州：「産業上の利用が可能であり、新規性、進歩性を有するもの」)

・米国では、非自明性・有用性に重点を置き、進歩性を重視しない。

・日本では技術(technology)を本質と見なすのに対して、米国では広く

　工芸(art)一般を対象とする。

　　　（「太陽の下、人間が創作したすべての事物が発明の対象となる」　トマス・ジェファーソン）

→発明の定義において、米国は概念を拡張しやすい

・現在のCAFC（米国連邦巡回控訴裁判所）解釈では、要素は既知でも、組み合わせが

非自明なら特許対象となる。

・本来は特許の対象外とされる、自然法則/自然現象 /抽象的アイデアも、それを

使用する方法/装置 /製造物 /組成物が、有用・具体的で現実のものを提供するなら

特許対象となる。



米国における特許概念の拡大の経緯
・チャクラバーティ事件(1980)　→生物特許を容認

・流出原油の処理用に開発したバクテリアの特許性論争

・判決：「生物であるか否かではなく、自然物か人間の創製物かで判断すべき」

・ディーア事件(1981)　→ソフトウェア特許を容認
・ゴム加工における、計算機による計算方式を含む処理方式の特許性論争

・判決：物理的処理を含めた全体としてのクレームに特許性があると判断

サーカー事件(1978)のマーキー裁判長説示が伏線にある。

　「計算方式自体に特許性がないとしても、それが物理的な手段により具現化される

とき、そこには特許性が生まれる。」

・ステート・ストリート事件(1998)　→ビジネス特許、アルゴリズム特許を容認
・投資管理法「ハブ・アンド・スポーク」(1991出願)の特許性論争

・判決：「発明の特許性は本質的特徴、特に実用的有用性に重点を置くべき」

　→概念の拡大は、レーガン政権に始まるプロパテント政策に同期。
ビジネス特許だけでなく、特許システム全体が緩和の方向にある。

　　　トップダウンの政策のみならず、技術・産業の進化や活力も概念拡大

　　　の原動力となっている。
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ビジネス特許とは

・コンピュータを利用してビジネスを行う方法、あるいは、その方法を実
施するためのシステムに関する特許

・具体的には、コンピュータソフト、特にインターネットを用いた電子商取
引に関する新しい方法、あるいはシステムに関する特許

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（文献<1>による定義。他にも色々に表現される。）

発明の内容により様々に呼称される。

ビジネス・メソッド ←　米国で一般的

ビジネス・プロセス

ビジネス・モデル ←　日本で一般的

ビジネス・システム

著名な事例

・ワンクリック特許（アマゾン社）

・逆オークション特許（プライスライン社）

・ショッピング・カート特許（ハリントン氏）

ビジネス特許の急増を、安易で広範な特許の放任とのみ捉えるのは誤り
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IT関連特許/ビジネス特許をめぐる試行錯誤

・ステート・ストリート事件(1998)
「ホテル・セキュリティ社事件」(1908)以来の「ビジネス方法除外の原則」転換

・コンプトンズ特許事件(1995)
「テキスト/図版/音声を組み合わせたコンテンツの作成そのもの」の特許を

巡る。いったんは特許が与えられたが、業界からの批判を受け、米特許庁が

「公知の技術」として撤回。（その後、審査員の増員・強化を実施）

・ベゾス提案(2000/3)
アマゾン社のベゾスCEOが、ソフトウェアやビジネス手法は、従来技術と異質

であることを理由に、少数(Fewer)、上質(Better)、短期(Shorter)の３点に集約

される特許の改革案を提唱

　　→定義や判断に揺らぎがあるものの、ビジネス特許も、生物特許や

ソフトウェア特許と同様に一般に認知されるのは確実。

　　　（ビジネス特許自体が問題なのではない。問題は審査の質。）



米国のIPR攻勢の背景にあるもの

・産業/社会の先進性

・情報産業、技術の先行
企業の自衛手段、ベンチャー企業の生き残り手段としての特許

技術・知識の見極めと価値観の形成

社会の電子化における先行

・ビジネス社会の成熟
ホテル・セキュリティ社事件は1908年!

・プロパテント政策

・特許対象の緩和

・国支援の研究開発における特許取得の促進

・国際的な対外特許戦略の展開

　→「知識の時代」到来のいち早い察知と体制作りが行なわれている。





物の生産から知識の創生へ

・　日本の製造技術に危機感を持ち、知識重視戦略に転じ
た米国が、特許・ライセンスなどの技術貿易で圧倒的な
輸出大国となっている。

・　特許に代表されるIPRは、技術的優位に立つ者がさらに

強くなる仕組み。

　　知識創生に重点を置いた産業構造・研究開発体制への
早急な移行が求められる。




